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研究成果の概要（和文）：津波浮遊物に対するRC造建物の耐衝撃設計法の確立を目的にRC造壁を対象とした衝撃実験を
行った。想定される津波流速で衝撃実験を行った結果，表面破壊・裏面剥離・貫通破壊といった局部損傷を再現できた
。また，局部損傷評価式であるHughes式の評価精度について検証を行い，基準コンクリート強度を用いることで，すべ
ての実験結果において安全に評価可能な局部損傷評価式を提案した。また，補強試験体については，すべての補強方法
で裏面剥離が生じず，貫通破壊に至る前まで補強面のコンクリート飛散を完全に防いだ。本研究の成果を用いることで
，安全に耐衝撃設計を行うことができるようになると考えられる。

研究成果の概要（英文）：In order to design tsunami-resistant RC buildings, development of design methods 
for debris impact loads is necessary. In this study, impact tests were conducted using a lateral impact 
loading system to evaluate the performance of RC buildings. Thirty-six RC wall specimens were tested to 
investigate the effects of impact load on local damage. Damage of specimens was classified as 
penetration, scabbing, and perforation. The limit impact velocity for scabbing and perforation was 
evaluated by proposed equations which was modified from Hughes' equations. The proposed equations 
evaluated the limit impact velocity for scabbing and perforation with good accuracy.

研究分野：建築構造・材料

キーワード： Tsunami debris　impact load　reinforced concrete wall　scabbing　perforation
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様 式

１．研究開始当初の背景
2011
洋沖地震では，津波による被害が東北地方沿
岸部をはじめ広範囲及んだ
被害では，木造建築物のみならず，従来津波
に対して強いとされてきた鉄筋コンクリー
ト造（以下
た。なかでも，船舶･コンテナ･流木等といっ
た津波浮遊物の衝突による損傷がこれほど
の規模で生じたことは記録に残っている範
囲では国内初であり，その対策は緊急性を要
する。
心は高まっており，安全な避難場所，特に高
台や津波避難ビルへの社会的な要求は高く
なっている
による試算では，『津波避難ビルに逃げ込む
事ができれば津波による死者数を最大で
減らせる
発生が確実といわれている東海・東南海地震
による津波被害に向けて，津波避難ビルの構
造設計法の確立を目指し，早急に研究を推し
進める必要がある

2005
ビル等に係るガイドライン
ライン」という
日本建築センターにおける検討結果を引用
した「構造要件の基本的な考え方」がまとめ
られている
らに
式の実施等
東日本大震災の津波被害を踏まえ
を受けた建築物等被害状況に基づき
ドライン」に示された津波避難ビルの構造設
計法について
しの必要な項目の抽出やその内容に関する
検討が「津波被害を受けた建築基準等の整備
に資する検討
れらの成果は，技術的助言
2011
よる建築物被害を踏まえた津波避難ビル等
の構造上の要件に係る暫定指針
定指針｣という
示されている津波避難ビルの構造設計にお
ける模式図を

 

 

式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）

研究開始当初の背景
2011年 3月 11
洋沖地震では，津波による被害が東北地方沿
岸部をはじめ広範囲及んだ
被害では，木造建築物のみならず，従来津波
に対して強いとされてきた鉄筋コンクリー
（以下 RC造）
なかでも，船舶･コンテナ･流木等といっ
た津波浮遊物の衝突による損傷がこれほど
の規模で生じたことは記録に残っている範
囲では国内初であり，その対策は緊急性を要
。また，今後発生する津波への社会的関
心は高まっており，安全な避難場所，特に高
台や津波避難ビルへの社会的な要求は高く
なっている。内閣府が発表した津波防災対策
による試算では，『津波避難ビルに逃げ込む
事ができれば津波による死者数を最大で
減らせる①』としている
発生が確実といわれている東海・東南海地震
による津波被害に向けて，津波避難ビルの構
造設計法の確立を目指し，早急に研究を推し
進める必要がある

2005 年 6 月に内閣府によって
ビル等に係るガイドライン
ライン」という)が示された
日本建築センターにおける検討結果を引用
した「構造要件の基本的な考え方」がまとめ
られている。(財)
らに 2005 年度にも成果の一部見直しや設計
式の実施等③を行った
東日本大震災の津波被害を踏まえ
を受けた建築物等被害状況に基づき
ドライン」に示された津波避難ビルの構造設
計法について，その妥当性の検証および見直
しの必要な項目の抽出やその内容に関する
検討が「津波被害を受けた建築基準等の整備
に資する検討④」において行われている
れらの成果は，技術的助言
2011年の別添｢東日本大震災における
よる建築物被害を踏まえた津波避難ビル等
の構造上の要件に係る暫定指針
定指針｣という)に反映された
示されている津波避難ビルの構造設計にお
ける模式図を図１

図１ 津波避難ビル設計の流れ

Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）

研究開始当初の背景 
11日に発生した東北地方太平

洋沖地震では，津波による被害が東北地方沿
岸部をはじめ広範囲及んだ。建築物に対する
被害では，木造建築物のみならず，従来津波
に対して強いとされてきた鉄筋コンクリー

造）建物も甚大な被害を受け
なかでも，船舶･コンテナ･流木等といっ
た津波浮遊物の衝突による損傷がこれほど
の規模で生じたことは記録に残っている範
囲では国内初であり，その対策は緊急性を要
また，今後発生する津波への社会的関

心は高まっており，安全な避難場所，特に高
台や津波避難ビルへの社会的な要求は高く

内閣府が発表した津波防災対策
による試算では，『津波避難ビルに逃げ込む
事ができれば津波による死者数を最大で

』としている。この事から，将来
発生が確実といわれている東海・東南海地震
による津波被害に向けて，津波避難ビルの構
造設計法の確立を目指し，早急に研究を推し
進める必要がある。 

月に内閣府によって
ビル等に係るガイドライン②」

が示された。
日本建築センターにおける検討結果を引用
した「構造要件の基本的な考え方」がまとめ

)日本建築センターでは
年度にも成果の一部見直しや設計
を行った。さらに

東日本大震災の津波被害を踏まえ
を受けた建築物等被害状況に基づき
ドライン」に示された津波避難ビルの構造設

その妥当性の検証および見直
しの必要な項目の抽出やその内容に関する
検討が「津波被害を受けた建築基準等の整備

」において行われている
れらの成果は，技術的助言(国住指第
年の別添｢東日本大震災における

よる建築物被害を踏まえた津波避難ビル等
の構造上の要件に係る暫定指針

に反映された。
示されている津波避難ビルの構造設計にお

図１に示す。 

津波避難ビル設計の流れ
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日に発生した東北地方太平
洋沖地震では，津波による被害が東北地方沿

建築物に対する
被害では，木造建築物のみならず，従来津波
に対して強いとされてきた鉄筋コンクリー

建物も甚大な被害を受け
なかでも，船舶･コンテナ･流木等といっ
た津波浮遊物の衝突による損傷がこれほど
の規模で生じたことは記録に残っている範
囲では国内初であり，その対策は緊急性を要
また，今後発生する津波への社会的関

心は高まっており，安全な避難場所，特に高
台や津波避難ビルへの社会的な要求は高く

内閣府が発表した津波防災対策
による試算では，『津波避難ビルに逃げ込む
事ができれば津波による死者数を最大で 8

この事から，将来
発生が確実といわれている東海・東南海地震
による津波被害に向けて，津波避難ビルの構
造設計法の確立を目指し，早急に研究を推し

月に内閣府によって「津波避難
」(以下，「ガイド
。その巻末に(

日本建築センターにおける検討結果を引用
した「構造要件の基本的な考え方」がまとめ

日本建築センターでは，
年度にも成果の一部見直しや設計

さらに，2011年には
東日本大震災の津波被害を踏まえ，津波被害
を受けた建築物等被害状況に基づき，「ガイ
ドライン」に示された津波避難ビルの構造設

その妥当性の検証および見直
しの必要な項目の抽出やその内容に関する
検討が「津波被害を受けた建築基準等の整備

」において行われている。
国住指第 2570

年の別添｢東日本大震災における津波に
よる建築物被害を踏まえた津波避難ビル等
の構造上の要件に係る暫定指針⑤｣(以下，｢暫

。｢暫定指針｣に
示されている津波避難ビルの構造設計にお

津波避難ビル設計の流れ 
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日に発生した東北地方太平
洋沖地震では，津波による被害が東北地方沿

建築物に対する
被害では，木造建築物のみならず，従来津波
に対して強いとされてきた鉄筋コンクリー

建物も甚大な被害を受け
なかでも，船舶･コンテナ･流木等といっ
た津波浮遊物の衝突による損傷がこれほど
の規模で生じたことは記録に残っている範
囲では国内初であり，その対策は緊急性を要
また，今後発生する津波への社会的関

心は高まっており，安全な避難場所，特に高
台や津波避難ビルへの社会的な要求は高く

内閣府が発表した津波防災対策
による試算では，『津波避難ビルに逃げ込む

8割
この事から，将来

発生が確実といわれている東海・東南海地震
による津波被害に向けて，津波避難ビルの構
造設計法の確立を目指し，早急に研究を推し

「津波避難
「ガイド

(財)
日本建築センターにおける検討結果を引用
した「構造要件の基本的な考え方」がまとめ

，さ
年度にも成果の一部見直しや設計

年には，
津波被害
「ガイ

ドライン」に示された津波避難ビルの構造設
その妥当性の検証および見直

しの必要な項目の抽出やその内容に関する
検討が「津波被害を受けた建築基準等の整備

。こ
2570号，
津波に

よる建築物被害を踏まえた津波避難ビル等
以下，｢暫
｢暫定指針｣に

示されている津波避難ビルの構造設計にお

 

 

津波避難ビルの構造設計では，大きく分け
て 11
ここに⑥「漂流物に対する検討」という項目
がある
て構造耐力上主要な部分が一部損傷したと
しても，損傷した部材が支持していた軸力を
別の部材が代わって支持する等の方法によ
って，層としての軸力支持能力が喪失されな
いことを確認する』といった，耐震診断にお
ける第
う事，としている
RC
面剥離や貫通といったパンチングシアによ
る局部損傷についての記載はない
波浮遊物に対しての衝撃耐力，耐力評価式や
靭性改善方法についての記述もなく，津波浮
遊物の衝
策の状態となっているのが現状である
理由として挙げられるのが，
衝撃設計の複雑さにある
て，衝撃応答に及ぼす因子
度，衝突体先端形状，コンクリート強度，コ
ンクリート壁厚など
耐力を考慮するための非線形挙動や破壊現
象の機構が明らかにされていない
衝撃荷重を受ける
だ十分に確立されていない
本研究では津波浮遊物に対する
耐衝撃設計法の確立を目的に研究を行う
 
２．
国内外では，このような
る問題
表されている
た RC
にミサイルや銃弾を想定した衝突速度が
100m/s
がほとんどであり，津波漂流物を想定する低
速度の衝突物に関しての研究は，ほとんど行
われていないのが実情である
⑥において，東北地方太平洋沖地震時の津波
流速が約
本研究では津波流速を
討を行う
津波浮遊物による衝突といった外力に対し
て，構造物の安全性だけでなく構造物内にい
る人体への被害を抑止する為には，外力を受
ける部材の構造性能を正しく評価する事が
きわめて重要になる
の衝突を受ける
良く予測可能な評価式を提案し，津波避難ビ
ルの構造設計に反映させる必要があると考
える
 
３．
本研究では，

RC
50%RC
体，補強試験体
衝撃載荷実験を行

 

津波避難ビルの構造設計では，大きく分け
11種の項目について検討する必要があり，
ここに⑥「漂流物に対する検討」という項目
がある。ここでは『漂流物が建築物に衝突し
て構造耐力上主要な部分が一部損傷したと
しても，損傷した部材が支持していた軸力を
別の部材が代わって支持する等の方法によ
って，層としての軸力支持能力が喪失されな
いことを確認する』といった，耐震診断にお
ける第 2種構造要素の検討と同様な検討を行
う事，としている
RC 造建物に衝突した際に引き起こされる裏
面剥離や貫通といったパンチングシアによ
る局部損傷についての記載はない
波浮遊物に対しての衝撃耐力，耐力評価式や
靭性改善方法についての記述もなく，津波浮
遊物の衝突に対しての構造設計法は，ほぼ無
策の状態となっているのが現状である
理由として挙げられるのが，
衝撃設計の複雑さにある
て，衝撃応答に及ぼす因子
度，衝突体先端形状，コンクリート強度，コ
ンクリート壁厚など
耐力を考慮するための非線形挙動や破壊現
象の機構が明らかにされていない
衝撃荷重を受ける
だ十分に確立されていない
本研究では津波浮遊物に対する
耐衝撃設計法の確立を目的に研究を行う

．研究の目的
国内外では，このような
る問題解決を目的に数多くの研究成果が発
表されている。

RC造建物の耐衝撃性に関する研究は，主
にミサイルや銃弾を想定した衝突速度が
100m/s 以上と，高速の衝突物に対するもの
がほとんどであり，津波漂流物を想定する低
速度の衝突物に関しての研究は，ほとんど行
われていないのが実情である
において，東北地方太平洋沖地震時の津波
流速が約 7m/s
本研究では津波流速を
討を行う。津波避難ビルの構造設計において，
津波浮遊物による衝突といった外力に対し
て，構造物の安全性だけでなく構造物内にい
る人体への被害を抑止する為には，外力を受
ける部材の構造性能を正しく評価する事が
きわめて重要になる
の衝突を受ける
良く予測可能な評価式を提案し，津波避難ビ
ルの構造設計に反映させる必要があると考
える。 

．研究の方法
本研究では，

RC 造壁の設計法の提案を目的とし，
50%RC 造壁試験体
体，補強試験体
衝撃載荷実験を行

津波避難ビルの構造設計では，大きく分け
種の項目について検討する必要があり，

ここに⑥「漂流物に対する検討」という項目
ここでは『漂流物が建築物に衝突し

て構造耐力上主要な部分が一部損傷したと
しても，損傷した部材が支持していた軸力を
別の部材が代わって支持する等の方法によ
って，層としての軸力支持能力が喪失されな
いことを確認する』といった，耐震診断にお
種構造要素の検討と同様な検討を行

う事，としている。しかし，津波浮遊物が
に衝突した際に引き起こされる裏

面剥離や貫通といったパンチングシアによ
る局部損傷についての記載はない
波浮遊物に対しての衝撃耐力，耐力評価式や
靭性改善方法についての記述もなく，津波浮
突に対しての構造設計法は，ほぼ無

策の状態となっているのが現状である
理由として挙げられるのが，
衝撃設計の複雑さにある。耐衝撃設計におい
て，衝撃応答に及ぼす因子(例えば，衝突体速
度，衝突体先端形状，コンクリート強度，コ
ンクリート壁厚など)が膨大である事と，終局
耐力を考慮するための非線形挙動や破壊現
象の機構が明らかにされていない
衝撃荷重を受ける RC造建物
だ十分に確立されていない
本研究では津波浮遊物に対する
耐衝撃設計法の確立を目的に研究を行う

研究の目的 
国内外では，このような津波浮遊物に対す
解決を目的に数多くの研究成果が発
。しかし，これまでに実施され
の耐衝撃性に関する研究は，主

にミサイルや銃弾を想定した衝突速度が
以上と，高速の衝突物に対するもの

がほとんどであり，津波漂流物を想定する低
速度の衝突物に関しての研究は，ほとんど行
われていないのが実情である
において，東北地方太平洋沖地震時の津波

7m/s と推定されていることから，
本研究では津波流速を 10m/s

津波避難ビルの構造設計において，
津波浮遊物による衝突といった外力に対し
て，構造物の安全性だけでなく構造物内にい
る人体への被害を抑止する為には，外力を受
ける部材の構造性能を正しく評価する事が
きわめて重要になる。そのため，津波漂流物
の衝突を受ける RC造建物の局部損傷を精度
良く予測可能な評価式を提案し，津波避難ビ
ルの構造設計に反映させる必要があると考

究の方法 
本研究では，津波浮遊物の衝突を受ける
の設計法の提案を目的とし，
試験体 36 体（無補強試験体

体，補強試験体 16 体）を対象とした，水平
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しても，損傷した部材が支持していた軸力を
別の部材が代わって支持する等の方法によ
って，層としての軸力支持能力が喪失されな
いことを確認する』といった，耐震診断にお
種構造要素の検討と同様な検討を行

しかし，津波浮遊物が
に衝突した際に引き起こされる裏

面剥離や貫通といったパンチングシアによ
る局部損傷についての記載はない。また，津
波浮遊物に対しての衝撃耐力，耐力評価式や
靭性改善方法についての記述もなく，津波浮
突に対しての構造設計法は，ほぼ無
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壁厚，コンクリート強度，衝突体速度及び質
量による局部損傷への影響を明らかにし，裏
面剥離や貫通といった局部損傷の評価可能
な設計式を提案する。一方，補強試験体では，
損傷低減を目的とした裏面補強（CFRP(炭素
繊維シート)，ポリウレア，ポリウレタン）お
よび補強効果について検討した。実験の計
画・結果・考察について，下記に示す。 
 
(1) 試験体諸元 
表１に試験体緒元，衝突速度および破壊モ
ードを示す。試験体は，津波浮遊物の衝突を
受けるRC造壁を想定した縮尺 50%のRC版
36体である。図２に，試験体概要を示す。共
通因子として，試験体を一辺 1300mm の正
方形とし，壁厚（80mm，120mm）に関わら
ず壁筋比が一定（Pw=0.33%）となるように
した。壁筋は複筋とし，最外縁壁筋のかぶり
厚さは 15mm である。壁筋には，公称直径
5mm のインデント型溶接金網（CD5）を用
いた。変動要因は，コンクリート強度・壁厚・
衝突速度および補強の種類である。無補強試
験体の基準試験体である L29 は，壁厚さ
120mm でコンクリート設計基準強度
24MPa（以下，Fcと略す）の普通コンクリー
トを使用した。基準試験体に比べ S29は壁厚
さを 80mmとし，L51は Fc60MPaの高強度
コンクリートに変更，S51は壁厚さを 80mm
で Fc60MPaとした。補強を施した試験体は，
L29 と同形で無補強の STD を基準試験体と
し，エポキシ系樹脂であるポリウレアまたは
ポリウレタンを試験体裏面に 2mm厚で吹付
けたものをそれぞれ PUA，PUT，炭素繊維
の一方向高強度クロス（目付量 200g/mm2）
を直交二方向二重に貼付けたものを FRP，さ
らにその上からポリウレアを 2mm厚で吹付
けたものを FPA とした。試験体は，同設計
条件の RC版 4体で 1シリーズとし計 9シリ
ーズを用意した。衝突体は，試験体中央（図
２の Impact Area）に衝突させた。この時，
衝突体衝突位置に対する壁筋の有無が破壊
性状に影響を及ぼさぬよう，壁筋交差位置を
試験体中央に配した。また，PUA，FRP，FPA
において衝突体質量 104.95kg で貫通破壊を
生じなかったため，質量を 152.25kg に変更
し衝撃載荷を行った。 

 

 (a) S29, S511 (b) STD, L29, L51 
図２ 試験体配筋図 
表１ 試験体諸元 

Impact object

Thickness
(mm)

Compressive
strength
（MPa）

Strengtheing
material

Velosity
(m/s)

L29a 5.14 Penetration

L29b 5.81 Penetration

L29c 6.77 Scabbing

L29d 9.80 Perforation

S29a 2.61 Penetration

S29b 5.43 Penetration

S29c 6.18 Perforation

S29d 6.44 Perforation

L51a 5.79 Penetration

L51b 7.76 Scabbing

L51c 8.50*1 Scabbing

L51d 9.33 Perforation

S51a 2.68 Penetration

S51b 5.45 Penetration

S51c 6.91 Perforation

S51d 8.47 Perforation

STD-a 6.42 Scabbing

STD-b 7.39 Scabbing

STD-c 8.07 Scabbing

STD-d 9.07 Perforation

PUA-a 10.25 deformed*2

PUA-b 12.78 Perforation

PUA-c 8.14 crack*2

PUA-d 9.18 Perforation

FRP-a 10.34*1 Delamination

FRP-b 13.25 Delamination

FRP-1 8.67 Delamination

FRP-2 10.45 Perforation

FPA-a 12.11*1 Delamination

FPA-b 12.8 Delamination

FPA-1 8.32 Delamination

FPA-2 10.50*1 Perforation

PUT-a 25.8 6.54 deformed*2

PUT-b 7.55 deformed*2

PUT-c 10.50 crack*2

PUT-d 25.8 13.08 Perforation

120

120

Polyurea

CFRP

CFRP +
Polyurea

Polyurethane

25.6

19.9

120

80

28.8

51.4

80

Mode of
damage

23.2

Test
designation

Specimen

 
Note :  *1 : Measured by laser velocity sensors 

*2 : Damage of strengthening material 
N/A : No measurement was taken 
－ : Penetration didn’t occur 
**** : Perforation was taken 

 
(2) 載荷方法 
図３に，防衛大学校所有の水平衝撃荷重載
荷装置を示す。本装置は，反力フレーム，ゴ
ム棒，油圧ユニットおよび衝突体により構成
されている。図４に，衝突体概要を示す。衝
突体は載荷装置のガイドに沿って移動し，所
定の位置に正確に衝突させることが可能で
ある。また，ゴム棒を油圧ジャッキによって
所定の長さだけ伸張させ，ゴム棒の弾性エネ
ルギーを利用し，任意の速度を得ることがで
きる。衝突体質量は 104.95kg，錘を加えると
最大で 152.25kg となる。衝突体の先端形状
は平坦型とし，直径 100mm の鋼製（S45C）で
構成されている。また，衝突体直径と同径の
鋼製円柱（φ100×h100mm，質量 6.18kg）を
試験体衝突面側に設置し，衝突荷重を測定し
た。衝突速度は，高速度ビデオカメラと載荷
装置に設置されているレーザー式速度セン
サの 2システムから独立して計測した。レー
ザー式速度センサは衝突位置からおよそ 1m
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離れた位置に設置されており，衝突直前の速
度より大きな値となる傾向が見られたため
衝突速度には高速度ビデオカメラの値を使
用する。試験体はロ字型の固定冶具を用いて，
1 辺につき 6 個所を M16 ボルトによって固定
し，4 辺とも面外方向の回転を拘束するよう
に努め反力フレームに設置した。 

 
図３ 水平衝撃荷重載荷装置 

 
図４ 衝突体 

 
(3) 実験結果 
実験結果のうち，試験体の破壊性状をいか
に説明する。また，それぞれの試験体の破壊
モードを表 1に示す。無補強試験体において，
すべての試験体シリーズで貫通破壊を再現
した。裏面剥離となったすべての試験体にお
いて，衝突体範囲円形状にコンクリートが陥
没しており，壁筋がコンクリートのパンチン
グシア破壊を防いでいた。貫通破壊では，貫
通孔周辺にひび割れはほとんど見られず，局
所的な破壊を生じていた。壁厚 120mm の
STD，L29，L51 では，衝突速度が 6m/s か
ら 9m/sまでの損傷が裏面剥離となり，9m/s
以上では貫通破壊を生じた。壁厚 80mm の
S29，S51では，衝突速度が 6m/sを超えた段
階で貫通破壊を生じ，裏面剥離は確認されな
かった。また，コンクリート強度による破壊
性状の明確な違いは確認されなかった。 
補強を施した試験体では，エポキシ系樹脂
補強を施した試験体 PUA・PUT は，RC 版
の面外方向変位にともない補強材が大きく
盛り上がった。衝突速度がさらに速くなると，
中心から垂直方向の亀裂が発生した後に貫
通破壊となった。炭素繊維補強を施した試験
体 FRP・FPA は裏面の補強材とコンクリー
トの間で層間剥離が生じ，最終的に貫通破壊
を生じた。貫通破壊に至った速度は，STDは
衝突体質量 104.95kgでおよそ 9m/sに対し，
PUA・PUT ではおよそ 13m/s，FRP・FPA
では貫通が生じなかった。FRP・FPAは衝突
体質量 152.25kgで，およそ 10m/sで貫通破
壊となった。補強試験体では，貫通破壊が生
じるまで試験体裏面にコンクリートの剥
離・剥落や飛散は生じなかった。 
 
(4) 無補強試験体における局部損傷評価式の
提案 
既往の研究から，衝撃を受ける RC 版の局

部損傷（裏面剥離・貫通）を予測する評価式
が提案されている例えば⑦。局部損傷評価式は，
衝突速度に対する裏面剥離が生じる限界板
厚さや貫通が生じる限界厚さ（以下，それぞ
れを裏面剥離限界厚さ，貫通限界厚さと略す）
を算定する。13 式の局部損傷評価式を用いて
精度検証を行った。その結果，Hughes 式⑧が
最も破壊性状を良く評価した。ここで，
Hughes 式を用いた局部損傷評価精度の検討
および実験結果に対する精度向上を目的と
した評価手法の提案を行う。いかに Hughes
式を示す。 
Hughes 式： 

= 0.19  (1) 

=
′

 
(2) 

= 1.0 + 12.3 ln(1.0 + 0.03 ) (3) 

= 3.6 								 < 0.7  (4) 

= 1.58 + 1.4								 ≥ 0.7  (5) 

ℎ
= 5.0 								 < 0.7  

(6) 

ℎ
= 1.74 + 2.3								 ≥ 0.7  

(7) 

：貫入深さ(m)， ：貫通破壊限界厚さ(m)，ℎ ：裏面剥
離限界厚さ(m)， ：衝突体直径(m)， ：質量(kg)， ：
速度(m/s)， ′ ：引張強度(Pa)， ：衝撃係数， ：動的
強度増加率 

 

図５ 実験結果と既往評価式（Hughes 式） 
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図６ 実験結果と提案式（修正 Hughes 式） 
 図５に無補強試験体20体の実験結果と局部
損傷評価式を示す。図中白抜きの□を表面破
壊，△を裏面剥離，○を貫通破壊として実験
結果をプロットした。図中の塗潰しのプロッ
トは Hughes が式を提案する際に用いた実験
結果である。また破線は式(4)(5)で求められ
る裏面剥離限界厚さを，実線は式(6)(7)で求
められる貫通破壊限界厚さを示している。ひ
び割れ（□）は裏面剥離限界厚さ（破線）の
左側に，裏面剥離（△）は裏面剥離限界厚さ
（破線）と貫通限界厚さ（実線）の間に，貫
通破壊（○）は貫通限界厚さ（実線）の右側
に位置すると，評価式が正確に破壊性状を予
測する。裏面剥離（△）が裏面剥離限界厚さ
（破線）の左側，または貫通破壊（○）が貫
通限界厚さ（実線）の左側に位置すると危険
側の評価となる。図５から，破線で囲まれた
裏面剥離（△）が裏面剥離限界厚さ（破線）
の左側に，実線で囲まれた貫通破壊（○）が
貫通限界厚さ（実線）の左側に位置し，実験
結果を危険側に評価している。本実験の結果
では，壁厚による破壊性状への影響は確認さ
れたが，コンクリート強度による破壊性状へ
の明確な影響は確認されなかった。一方，
Hughes 式（式(1)）ではコンクリート引張強
度による影響を考慮した式となっている。し
たがって，図５で確認された評価精度の低下
はコンクリート引張強度の影響と考えられ
る。STD は 1.76MPa，L29・S29 は 2.44MPa，
L51・S51 は 3.44MPa である。ここでコンク
リート引張強度を，設計における基準コンク
リート引張強度( )として計算
に用いることにより，局部損傷を評価する手
法を提案する。 
 図６に， を用いる提案式による評価曲
線を示す。破線で囲まれた裏面剥離が裏面剥
離限界厚さの右側に，実線で囲まれた貫通破
壊が貫通限界厚さの右側に位置しており，す
べての実験結果を安全側に提案式が精度良
く実験結果を評価していることが確認でき
た。これらの検討から，Hughes 式に用いるコ
ンクリート引張強度に，( )を
用いることにより，局部損傷（裏面剥離・貫
通破壊）を精度良く評価可能となった。 

 
４．研究成果 
本研究では，津波浮遊物に対する RC造建
物の耐衝撃設計法の確立を目的に RC造壁を
対象とした衝撃実験を行った。想定される津
波流速で衝撃実験を行った結果，表面破壊・
裏面剥離・貫通破壊といった局部損傷を再現
できた。また，局部損傷評価式であるHughes
式の評価精度について検証を行い，基準コン
クリート強度を用いることで，すべての実験
結果において安全に評価可能な局部損傷評
価式を提案した。また，補強試験体について
は，すべての補強方法で裏面剥離が生じず，
貫通破壊に至る前まで補強面のコンクリー
ト飛散を完全に防いだ。 
現在までは，RC 造津波避難ビルの構造設
計時に用いることのできる局部損傷評価式
がなかったために，津波浮遊物に対する衝撃
設計を行うことが難しかった。しかし，本研
究の成果を用いることで，安全に耐衝撃設計
を行うことができるようになると考えられ
る。今後の津波避難ビルの構造設計における
本研究の貢献度は非常に高い。特に，今後発
生が予想されている東海･東南海地震では，
津波被害も想定されており，その津波被害予
想地域において建設予定の津波避難ビルに
対し，非常に有用な工学的知見を提供するこ
とができたと考えられる。 
ただし，本研究で得られた局部損傷評価式
は，限られた実験結果を基に開発されたもの
であり，今後さらなる実験結果による，評価
式の精度検証が必要である。 
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